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1　は　じ　め　に

地域農業計画を策定するためには．その前提として地域

に賦存する資源量の把握が必要である。地域資源には土地

資軌気象資源などとともに，人的資源がある。人的資源

のうち農業生産の担い手としての農業労働力を把捉すること

は，地域農業計画を実効あるものとするために不可欠である。

ここでは地域における農業労働力の将来予測手法を提示

する。現実的な地域計画を考慮した場合，地域の地理的範

囲を市町村とし，集落ごとに将来予測を行うのが妥当と考

えられる。

人口の将来予測手法として，コーホート分析手法が用い

られるのか一般的であるが，集落ごとに将来予測を行うに

は以下の理由から必ずしも実用的な手法とはいえない。

①コーホート分析には，5歳きざみなどの形での人目デー

タが必要であるが，農業労働力のデータとしては，これに

十分応えるものはない。5歳きざみのデータとして国勢調

査の農業就業人口があるが，これは調査前1週間の就業状

表1主成分分析結果

況を示したものであり，農業労働力のデータとしては不十

分である。また集落ごとに集計して公表されていない。

②コーホート分析は年齢階層別の総人目の予測を行う手

法としては優れている。しかし，農業労働力のように，在

宅したまま農業従事と通勤兼業・出かせぎの形などの兼業

従事の間で比較的移動が容易に行われるものの予測手法と

しては適していないと思われる。兼業機会・農業所得など

諸条件の影響を明示的に取り扱うことが出来ないという問

題点がある。

ここではこれらの点を考慮して，集落のクロスセクショ

ンデータを用いた電回帰分析による予測手法を提示する。

2　試験研究方法

農業労働力の将来予測を定量的に行うには，農業労働力

を一定の指標で捉える必要がある。ここでは手法の検討が

中心課題であるため，農業労働力の指標として一応「経営

耕地lha当り60歳未満の農業専従者数」として捉えてお

くことにする（以仁単に「農業労働力」という）。
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表2　「農業労働力」についての垂回帰式

回　　　　 帰　　　　 式 決定係 数

式

1

Y　 ＝ 0 ．6 37 1 Ⅹ1 ＋ 0．0 55 3 Ⅹ 2 十0．1 27 1

0．62 19

（0．05 5 5 ）　 （0．0 17 2 ）

Y ： 198 0 年 「轟稟 労働 力 J

X l ： 1 97 5 年 「農 業労働 力 」

Ⅹ 2 ：表 1 の 19 7 5 年第 2 主成分 スコア

式

2

Y　 ＝ 0 ．3 4 12 X l － 0 ．0 4 19 Ⅹ 2 ＋ 0 ．2 99 4

0．5 690

（0 ．0 70 3 ）　 （0 ．01 14 ）

Y ： 19 85 年 「鼻薬労働 力 J

Ⅹ 1 ： 19 80 年 「農 業労働l力 」

Ⅹ 2 二乗 l の 1 98 0 年第 1 主成 分ス コア

式

3

Y　 ＝ 0 ．3 4 28 X l － 0 ．0 39 4 Ⅹ2 ＋ 0 ．2 8 72

0 ．569 3

（0．06 9 9 ）　 （0 ．0 10 7 ）

Y ： 19 8 5 年 「農業労 働力 」

X l ： 19 8 0 年 「農業労働I力 」

Ⅹ 2 ：表 1 の 198 0 ・8 5 年込み 第 1 主成 分ス コア

注．回帰式の（】内は標準誤差

事例としての岩手県紫波町を取り上げ，1990年の「農業

労働力」を予測した。貝体的には．町内全集落（94集落）

のクロスセクションデータを用いて，80年のデータで85年

の「農業労働力」を説明する垂回帰式を求め，それに85年

のデータを代入して90年を予測した。なお．データは農業

センサス集落カードによった。

3　試験結果及び考察

（1）動向把握（1975年→80年，80年→85年）

将来予測につなげる目的で．1975年のデータで80年を説

明し．80年のデータで85年を説明する重回帰式を求めて動

向についての検討を行った。

説明変数には当該年次の5年前のデータについての以下

の2指億を用いた。つまり，「農業労働力」，及び農業・

兼業の程度を示す6変数（表1）について主成分分析を行っ

た結果の主成分スコアの2指標である。このうち後者に関

してどの主成分スコアをとるかについては，垂回帰分析に

おいて比較的説明がうまくいく主成分スコアを採用した。

求められた回帰式は表2の［式1］［式2］のようになっ

た。この回帰式から次の2点が指摘できる。

第1に，説明力のある主成分スコアが，75年→80年には

不安定兼業度を表す主成分のスコア（偏回帰係数はプラス）

であったものが．80年→85年には兼業深化皮を表す主成分

のスコア（偏回帰係数はマイナス）になっている。このこ

とは．75年→80年の動きでは，不安定兼業度の高い集落

では「農業労働力」が減少しなかったのに対し，80年→85

年の動きでは，安定・不安定にかかわらず兼業化の進んだ

集落で「農業労働力」が減少したということを示している。

第2に，5年前の「農業労働力」（Xl）の偏回帰係数が，

0．6371から0．3412へ低下している。このことは，「農業労

働力」の安定性が低下し他の要因によって左右される度合

いが増加していることを示している。

（2）将来予測（1985年→90年）

1990年の「農業労働力」を予測するのに，表2の［式2］

に85年のデータを代入したのでは85年の主成分の意味が80

年のそれと異なってくる可能性がある。そこで80年，85年

のデータを込みにして主成分分析を行い，80年の「農業労

働力」と主成分スコアで85年の農業労働力を説明する回帰

式をっくり，その式に85年の主成分スコア値と農業労働力

を代入するという方法を採った。

回帰式は表2の［式31に，90年の予測値の集落分布を

図1に示した。

図1予測式による1990年「農業労働力」予測値の
集落分布（単位：人／ha）

4　ま　と　め

以上，農業労働力の将来予測手法として，重回帰分析を

用いる手法を捉起した。この手法の特徴は，農業労働力の

将来予測を定量的に行うことと同時に，農業労働力の動向

を規定する要因を明示的に取り入れて分析できるため，農

業労働力の動向の地域性の分析や規定要因の変化を取り込

んだ分析にも有用と思われる。

農業労働力の指標に何を用いるか．また何を説明変数と

するかについては検討の余地がある。異体的適用に当って

は，対象とする地域の作目構成や兼業機会など地域の特性

を考慮してこれら指標や変数を選択する必要があろう。
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